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基本目標４　安心して子育てできる生活環境の整備・制度の促進支援

（１）子育てを支援する生活環境の整備
　　　子育て世帯が安全で安心な暮らしができるよう、住環境の整備をはじめとするハード面と、情報提供などのソフト面での支援を推進します。

　ア　住環境の支援

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1
安心して子育てできる市営住
宅の整備促進

安心して子育てができるよう、市営住宅の居住性の向上と安全性を
図ることを目的としています。平成２３年３月に策定した「公営住
宅等長寿命化計画」に基づき、既存ストック住宅の長寿命化を図り
ながら住環境の整備を行います。

令和３年３月に改訂した「熊谷市営住宅等長寿命化計画」に基づき、安心し
て子育てができるよう、市営住宅の居住性の向上と安全性を図り、住環境の
整備を行った。
・Ｒ５年度工事　４件
（ガス管・排水管・給水管改修工事、風呂設備設置工事）

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

営繕課

2 勤労者住宅資金貸付
勤労者の福祉の向上を目的としています。市外からの転入者を増や
すため転入者には、より優遇された利子補助を行います。

市ホームページやチラシで制度についての周知を図った。
新規貸付件数　３件
利子補助件数　４件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企業活動支援課

3
「総合戦略」三世代ふれあい
家族住宅取得等応援事業(H27
年度～）

親世帯と子世帯がお互い支えあいながら生活するために、市内で同
居または近居するための住宅を新築・購入や増改築した場合にその
費用の一部を補助します。

親世帯と子世帯が、お互い支援しあうために、市内で同居または近居（概ね
１ｋｍ以内。ただし、転入を伴う新築・購入については、距離を問わな
い。）し、住宅を新築・購入や増改築（同居で５００万円以上）した場合
に、その費用の一部を補助した。

【補助金額】　１戸あたり最大２５万円を上限として、熊谷市商品券で補助
した。
※補助対象費用の１％を補助し、市内事業者の場合の上限は２５万円、市外
事業者の場合の上限は２０万円。
補助実績：１６０件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

長寿いきがい課

　イ　安全・安心のまちづくりの推進

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

＜学校教育課＞
学校警察等連絡協議会を３回実施した。県内及び市内の少年犯罪等の情報提
供の講義を受け、その後、グループに分かれて、情報交換を行った。また、
「すぐメール」を活用し、不審者情報等各学校の管理職へ素早く的確に情報
提供を行った。

「継続」：現状どおり事業
の継続・維持を図った

学校教育課

＜安心安全課＞
熊谷警察署から提供のあった情報を、メルくまにて以下の件数を発信。
不審者情報・・・６３件　　　犯罪情報・・・８２件

「継続」：現状どおり事業
の継続・維持を図った

安心安全課

2 公園の整備促進
老朽化した公園施設の更新やバリアフリー化を実施し、誰もが安全
で安心して利用できる公園を整備促進します。

東公園、宮前公園、籠原第１公園、見晴公園、堤公園、松風公園、籠原中央
公園、佐谷田公園の複合遊具等の更新・整備を実施した。
専門業者による遊具の安全点検を実施した。その結果をもとに今後必要に応
じて修繕・撤去を計画的に行っていく。

「継続」：現状どおり事業
の継続・維持を図った

公園緑地課

事業名

事業名

1
児童生徒の安全確保のための

情報提供

子どもの安全確保のため、必要な情報をより早く、正確に提供でき
ることが必要です。引き続き各学校では「学校すぐメール」を保護
者との迅速な連絡のために活用していきます。
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（２）子どもの安全の確保
　　　子どもを事故や犯罪から守るため、通学路の整備や交通安全教育などによる交通事故防止、防犯パトロールなどによる犯罪の未然防止の取組を進めます。

　ア　交通安全を確保するための活動の推進

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

通学路安全対策事業として、全ての小学校を対象に、半径１キロ
メートル範囲の通学路の交通安全対策を令和３年度までに実施しま
す。

市内の各小学校（２９校）から、半径約１，０００メートルの範囲の通学路
に対してグリーンベルト等を設置し、通学路の安全性確保のための整備を実
施した。
市内小学校　６校

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

維持課

学校を通じて通学路の安全対策上の問題箇所を取りまとめ、関係機
関等へ対策を依頼し、改善につなげます。

全小・中学校において通学路の点検をし、道路管理者や警察等へ対策を依
頼・調整し、改善につなげた。
３９件改善

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育総務課

2
交通ルールとマ
ナーの理解促進

学校等で交通安全教室を実施します。具体的には、幼稚園・保育所
（園）・小学校低学年では安全な歩行と道路の渡り方、小学校高学
年・中学校では、自転車の安全利用などです。また、学校等への交
通安全チラシ等を配布します。

交通安全教室実施回数
幼稚園・保育園・保育所　２３回
小学校４８回、中学校９回

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

安心安全課

3 交通安全教育の充実
幼児・児童・生徒に対し、正しい交通ルールと交通マナーが身に付
けられるよう交通安全教室や安全学習等を行い、交通事故防止を
図っています。

自他の生命を尊重し、ルールを守って安全に生活する児童生徒の育成のた
め、児童生徒に対して、各学校で①自転車運転のルールを必ず守ること。②
自転車乗車中にはヘルメットを着用すること。③交通事故防止５つの行動
（もしかして・とまる・みる・まつ・たしかめる）を徹底することについて
指導し、交通事故防止を図ることができた。また、スケアード・ストレイト
教育技法による自転車交通安全教育を自転車マナーアップ推進校である玉井
中学校で実施した。
交通安全子供自転車埼玉県大会開催（男沼小が出場）

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

学校教育課

4 チャイルドシートの普及啓発 市報等による広報や、街頭啓発活動などを実施します。 ８月市報及びメルくまによる広報を実施した。
「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

安心安全課

5
小学生の登校時の立哨(りっ
しょう)活動

交通指導員による立哨(りっしょう)活動を実施します。
交通指導員　２７名
合計立哨回数　　５，０２２回　　１人あたり平均回数　　186.0回

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

安心安全課

　イ　子どもを犯罪の被害から守るための活動の促進

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1
「子ども１１０番の家」の設
置の推進

犯罪から子どもを守るため、緊急の避難場所として、「子ども１１
０番の家」の設置をしています。管理運営している小中学校ＰＴＡ
と協力し、協力世帯の拡大及び子どもたちへの設置場所の周知徹底
に努めます。

市内の小中学校のＰＴＡと連携し、地域の住民、事業所及び施設の協力を得
て、約１，７００件の「子ども１１０番の家」を設置し、子どもたちの緊急
時の避難場所を設けた。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

2
児童生徒の安全確保のための
情報提供

子どもの安全確保のため、必要な情報をより早く、正確に提供でき
ることが必要です。引き続き各学校では防犯メールを保護者との迅
速な連絡のために活用していきます。

児童生徒の安全確保のために、不審者情報をはじめとした防犯情報を、「す
ぐメール」と「学校すぐメール」の活用により、保護者に必要な情報を迅速
且つ正確に提供できた。また、インターネットによるトラブルに巻き込まれ
ないために、「ネットトラブル注意報」等の情報提供も行った。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

学校教育課

3
保育所入所児童の安全確保の
ための情報提供

関係機関と連携を強化し、各種媒体を活用した迅速な情報伝達を図
ります。

引き続き保育施設の職員、より多くの保護者に保育所災害時緊急連絡システ
ム（ほいくメール）を登録いただき、不審者情報、熱中症情報等を配信し
た。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

保育課

4
住民によるパトロール活動の
促進

パトロール活動の促進に向けて、自主防犯組織に対し防犯パトロー
ル用品を貸与します。

配布団体数（１１６団体）
　防犯ベスト　　４７７
　腕章　　　　　１８４
　合図灯　　　　３２９
　ステッカー　　１７３
　帽子　　　　　６６６

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

安心安全課

事業名

事業名

1 通学路の安全対策の推進
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

5 普及・啓発の促進

防犯に対する市民への普及・啓発に係る事業を行っています。児
童・生徒の下校時にあわせて青パト巡回を実施します。また、市報
に防犯啓発情報を掲載します。さらに、防犯教室等の講座を実施し
ます。

青色防犯パトロール５９８回
市報　９回掲載（防犯交通安全情報）
１１月に防犯チラシを市報同時配布
市政宅配講座７０回

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

安心安全課

（３）経済的負担の軽減
　　　パパ・ママ応援ショップ事業をはじめ、各種助成や手当、減免、貸付事業を実施し、子育てにおける経済的負担の軽減を目指します。

　ア　経済的負担の軽減

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1
パパ・ママ応援
ショップ事業

子育て家庭を応援するため、お店で割引などのサービスが受けられ
る事業です。ホームページや市報等に掲載し、パパ・ママ応援
ショップ協賛店の拡充に努めていきます。

子育て家庭を応援するため、お店で割引などのサービスが受けられる事業。
ホームページ等に掲載し、パパ・ママ応援ショップ協賛店の拡充に努めた。
・県内協賛店舗数
　約１９，０００店
・市内優待カード配布窓口
　２８箇所
　周知チラシを、関係各所に配布した。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

2 こども医療費助成 再掲(Ｐ１３参照） こども課

3 児童手当制度の充実
次代の社会を担う子どもたちの育ちを社会全体で支援することを目
的としています。

中学校修了前の児童を養育している方（所得上限限度額以上の所得である場
合を除く）を対象に、児童手当等の支給を実施する。
（児童一人あたりの支給額）
３歳未満　月額１５，０００円
３歳以上小学校終了前（第１子、第２子）　月額１０，０００円
３歳以上小学校修了前（第３子以降）　月額１５，０００円
中学生　月額１０，０００円
特例給付（所得制限限度額以上所得上限限度額以下）　月額５，０００円

延べ支給対象児童数　２１８，９６４人（月平均１８，２４７人）
うち特例給付　１１，３７１人（月平均９４７人）

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

4 保育所等保育料の軽減

幼児教育・保育の無償化で３歳以上児及び２歳児以下の住民税非課
税世帯の子どもの保育料が無料となります。また、その他の３歳未
満児について、国・県の減免基準に則り、または他の減免基準等を
設け、保護者の経済的負担の軽減に努めていきます。

埼玉県多子世帯保育料軽減事業
（県１／２、市１／２）
・対象：保育所等に入所する３号認定子どもであり、かつ第３子以降に該当
する子ども（国基準の軽減に該当しない者）
・対象施設　５７施設
・対象児童数　２０４人
・総軽減額　６６，２３０，５００円

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

保育課

5 学童保育料の減免
学童保育料の負担が困難な家庭に対し、一定の基準により減免制度
を実施していきます。

生活保護世帯、市町村民税の非課税世帯は保育料を全額免除した。市町村民
税の均等割りのみ課税世帯は２分の１免除を行った。
・生活保護世帯　４人
・市町村民税非課税世帯　１５９人
・市町村民税均等割世帯　１１人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

保育課

事業名

事業名
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

6 児童生徒就学援助事業
経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の保護者に対し
て必要な援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施を図ってい
ます。

義務教育の円滑な実施を図るため、経済的理由により、就学が困難と認めら
れる児童生徒の保護者に対して、学用品費等を補助し就学援助を図った。
小学校　１，１３５人　７０，３８３，５９０円
中学校　　  ８０２人  ７４，８６１，７５７円

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育総務課

7 育英資金貸付事業
経済的な理由により高等学校以上の学校への進学困難な方に対し学
資を貸与して、その才能育成を目的としています。

新規１０名、継続２７名、計３７名に対し育英資金の貸与を行った。
貸付額　１１，８８０，０００円

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育総務課

8 入学準備金貸付事業
高等学校等に入学する方のため、その入学金の調達が困難な保護者
に入学準備金を貸し付けることにより、経済的負担の軽減を図り、
教育の振興に資することを目的としています。

高校生１名、大学生等６名、計７名に対し入学準備金の貸与を行った。
貸付額　３，０５０，０００円

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育総務課

9 不妊治療費助成事業 不妊治療費助成事業の推進を図ります。

次世代育成支援、少子化対策として、不妊治療を受けている夫婦の経済的負
担の軽減を図るため、不妊治療費の額を、１年度当たり１０万円を限度に通
算５年を助成しています。保険適用後も引き続き事業を推進した。
助成件数　１０１件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

健康づくり課

10
早期不妊検査費助成事業(H29
年度～）

少子化対策の出産支援として、夫婦が共に受けた不妊検査に係る費
用の一部を助成します。

少子化対策の出産支援として、子どもを望む夫婦に対し不妊検査に係る費用
を助成した。

対象者：夫婦（事実婚含む）であって、双方又は一方が本市の住民票に記載
されていること。検査開始時の妻の年齢が４３歳未満である夫婦。本市の市
税の滞納がないこと。
助成対象：医療機関で夫婦が共に受けた不妊検査で、検査期間が１年以内。
助成額・回数：夫婦１組につき１回限り、３万円（１，０００円未満端数切
捨て）を限度に助成した。
（Ｈ２９．７．１から施行、Ｈ２９．４．１から適用）
助成件数　５８件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

健康づくり課

11
不育症治療費等助成事業(H30
年度～）

子どもを望む夫婦に対して、不育症検査及び不育症治療に係る費用
の一部を助成します。

子供を望む夫婦に対して、不育症検査及び治療に係る費用の一部を助成し
た。

不育症検査：夫婦（事実婚含む）であって、双方又は一方が本市の住民票に
記載されていること。検査開始時の妻の年齢が４３歳未満である夫婦。本市
の市税の滞納がないこと。
助成対象：医療機関で夫婦が共に受けた検査又は妻のみが受けた不育症検査
で、検査の期間が１年以内。
助成額・回数：夫婦１組につき１回限り、３万円（１，０００円未満端数切
捨て）を限度に助成した。
（Ｈ３０．４．１から適用）
助成件数　４件

不育症治療：夫婦（事実婚含む）であって、双方又は一方が本市の住民票に
記載されていること。医療保険の対象外の不育症治療費。１年度あたり３０
万円を限度に通算５年度を助成する。
（Ｈ３０．４．１から適用）
助成件数　３件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

健康づくり課

事業名
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

12
子育て応援自転車おでかけ事
業

親子での外出を容易にし、育児の負担軽減を図るとともに、子育て
家庭の経済的負担を軽減するため、幼児２人同乗用自転車及び２席
の幼児用座席又は幼児用座席の購入者に購入費の半額（上限３万
円）を補助します。

親子での外出を容易にし、育児の負担軽減を図るとともに、子育て家庭の経
済的負担を軽減するため、幼児２人同乗用自転車の購入者に購入費の半額
（上限３万円）の補助を行った。
平成３０年４月から、後から椅子だけ買った場合でも、その購入費の半額が
助成の対象となった。
支給件数　１６件
支給金額　３９８，１００円
（うち椅子だけ　４件　３８，１００円）

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

13 未熟児養育医療給付事業 再掲(Ｐ１１参照）
母子健康
センター

14 妊婦健康診査事業 再掲(Ｐ１０参照）
母子健康
センター

15
国民健康保険出産育児一時金
の支給（H26年度以前～）

国民健康保険被保険者の方が妊娠８５日以上で出産をしたとき、出
産育児一時金が支給されます。ただし、ほかの健康保険から支給さ
れる場合は除きます。

国民健康保険被保険者が出産をしたときに出産育児一時金を支給した。
妊娠８５日以上であれば、死産や流産でも支給される。
ほかの健康保険に１年以上加入し、資格喪失後６か月以内の出産は、前に加
入していた健康保険から支給される場合がある。（その場合、国民健康保険
からの支給はない。）
出産育児一時金は出産費用に直接充てることができるよう、原則として熊谷
市から医療機関に直接支払われる。（直接支払制度）

○支給額　４８万８千円または５０万円
　　　　　（R５年４月１日出産分より変更）

○申請に必要なもの
　・本人確認書類
　・国民健康保険被保険者証
　・印鑑（朱肉を使用するもの）
　・口座番号が確認できるもの
　・出産費明細書、領収書
　・直接支払制度に関する合意文書
　・死産、流産の場合は医師の証明書

○支給実績　８０件

「見直し」：事業執行の手段
や方法の変更、事業の整理・
統合を図った

保険年金課

事業名
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

16
国民年金保険料産前産後期間
の免除（H31年4月～）

国民年金第１号被保険者の方が出産するとき、産前産後期間の国民
年金保険料が届出により免除されます。

国民年金第１号被保険者が出産をしたときに届出により出産前後の一定期間
の保険料の納付を免除した。
妊娠８５日以上であれば、死産や流産でも免除される。
産前産後期間として認められた期間は保険料を納付したものとして老齢基礎
年金の受給額に反映される。

○免除期間
　単胎妊娠…出産予定日または出産日が属する月の
　　　　　　前月から４か月間
　多胎妊娠…出産予定日または出産日が属する月の
　　　　　　３か月前から６か月間

○対象者
　国民年金第１号被保険者で出産日が
　平成３１年２月１日以降の人

○届出に必要なもの
　・年金手帳、基礎年金番号通知書またはマイナンバーがわかるもの
　・本人確認書類（運転免許証等）
　・母子健康手帳

○免除実績　６２件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

保険年金課

17
熊谷市定住人口増加のための
固定資産税等課税免除制度
（H27年度～）

定住促進の施策として、転入から３年以内に住宅を新築又は購入
し、かつ所有者又はその配偶者が４０歳未満の要件で、家屋にかか
る固定資産税・都市計画税を３年から最高で７年間、条例により課
税を免除します。

令和５年度実績
免除件数…２６５件
免除額（固定資産税）…１８，５８３，４０７円
　　　（都市計画税）…　４，４１１，５５１円
　　　（合計）…２２，９９４，９５８円
転入者数…６９４人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

資産税課

18
「総合戦略」おいでよ熊谷！
新幹線らく賃通勤事業(H28年
度～）

熊谷市に転入した４０歳未満の方で住宅を新築又は購入し、新幹線
通勤する方の、新幹線定期券購入費の一部を補助します。

本市の定住人口の増加を図るとともに、将来にわたって活力ある地域社会を
実現することを目的として、令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで
の間に本市へ転入した４０歳未満の方で、新幹線定期を購入し、かつ上越・
北陸新幹線熊谷駅を利用して通勤している、又は通勤する予定である方に、
新幹線定期券購入代金の一部を２年間助成する（上限２万円／月）事業を
行った。

・利用人数・・・２４名（令和５年度末現在）

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企画課

（４）職業生活と家庭生活との両立支援
　　　働く意欲を持つ人の労働市場への参加と、結婚・出産・子育てにおける家庭生活の実現は、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を確保する必要があります。
　　事業者に対し柔軟な就労環境の整備を呼びかけるとともに、就労支援とニーズに応じた保育の基盤整備を目指します。

　ア　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のための意識や働き方の見直し

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1 男女共同参画の啓発推進
性別による固定的な役割分担意識を是正するため、様々な広報・啓
発活動を行います。引き続き、各種媒体を通じた啓発やセミナー等
を開催し、意識啓発を図ります。

広報紙ひまわりの発行（年２回 市内全戸配布）、フォーラムくまがや、セ
ミナー［女と男のセミナーほか］、男女共同参画講座配信事業（通年）によ
る講座を開催し、意識啓発を図った。
・フォーラム等参加者数１，５４２人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

男女共同参画室

事業名

事業名
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

2 男性セミナーの開催
男女がともに家事や子育て等を担えるよう、男性を対象とした様々
な学習機会を提供します。

男性を中心に親子でひとつのテーマについて一緒に学ぶことで、子育ての楽
しさ、重要性を実感してもらうためのセミナーを開催した。
・男性セミナー「親子サッカー教室」　受講者　１９組３８人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

男女共同参画室

育児・介護休業制度についてポスター、冊子等で周知を図ります。 労働ガイドブックを作成し、育児・介護休業制度について周知を図った。
「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企業活動支援課

育児・介護休業制度について理解を深め、男性を含めた育児・介護
休業取得促進に向けて、情報紙「ひまわり」等で普及・啓発を図り
ます。

・年２回、９月と３月に情報紙「ひまわり」を発行。市内企業等（従業員４
７人以上）に配布し、男女共同参画に関する啓発を図った。発行部数：７
１，５００部
・配信講座のメニューに会社向けの講座を用意した。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

男女共同参画室

4
子育て支援優良企業認定制度
事業

子育てしやすい職場環境づくりに積極的に取り組む企業に対し、
「子育て支援優良企業」として認定し、取組の普及促進や子育てし
やすい社会環境づくりの意識向上を図っていきます。

隔年実施としているため、令和５年度は実施していない。
「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

5 再就職・再雇用の支援
情報紙の掲示及び配布により、求職者を支援しています。求人情報
を本庁舎１階ロビーに掲示及び配布します。

求人情報を本庁舎1階ロビーに掲示した。
「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企業活動支援課

6 雇用対策協議会
雇用問題等について適切な解決を図り、経済興隆に寄与することを
目的としています。引き続き外部団体である雇用対策協議会に参画
します。

熊谷地区雇用対策協議会に参画し、雇用問題等について適切な解決を図っ
た。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企業活動支援課

7 就職支援セミナーの開催
就職や起業等を希望する女性に対して、様々な情報提供を行うとと
もに、能力開発のためのセミナーを開催します。

埼玉県女性キャリアセンターとの共催により、在宅ワーカー育成セミナー、
就職支援セミナーを開催した。
・開催数　在宅ワーカー育成セミナー　　　１回
　　　　　就職支援セミナー　　　　　　　１回
・受講者　在宅ワーカー育成セミナー　１０５人
　　　　　就職支援セミナー　　　　　　３３人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

男女共同参画室

8 労働条件改善の促進
労働問題に関する知識の向上を図るため、労働セミナーを開催して
います。また、メンタルヘルス対策、労働基準法等の周知・普及を
図っています。

労働問題に関する知識の向上を図るため、労働セミナーを開催した。
＜対面方式＞
・開催日数　１日
・参加者数　１１人
＜動画配信方式＞
・開催回数　２回
・申込者数　３４５人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

企業活動支援課

　イ　仕事と子育ての両立のための基盤整備

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1 認定こども園の設置促進 再掲(Ｐ４参照） 保育課

2 保育所施設の整備・充実 再掲(Ｐ４参照） 保育課

3 地域型保育事業の実施 再掲(Ｐ４参照） 保育課

4 延長保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

5 休日保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

6 障害児保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

7 駅前保育ステーション事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

3
育児・介護休業制度の普及・
定着の促進

事業名

事業名
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事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

8 放課後児童健全育成事業 再掲(Ｐ１参照） 保育課

9 一時預かり事業（幼稚園） 再掲(Ｐ１参照） 保育課

10 病児保育事業 再掲(Ｐ１参照） 保育課

11 病児等緊急サポート事業 再掲(Ｐ２参照） こども課

（５）子どもの権利擁護の推進
　　　平成18年５月５日に制定した「熊谷市子ども憲章」を指針とした子どもの人権尊重について、普及・啓発に努め、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重される環境づくりを目指します。
　　

　ア　子ども憲章の普及・啓発

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1 子ども憲章の普及・啓発
未来を担う子どもたちの人権を尊重し、全ての子どもたちが健やか
に成長するよう「熊谷市子ども憲章」の普及・啓発に努めます。

「熊谷市子ども憲章」の普及・啓発に努めた。
「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

こども課

　イ　人権教育・人権保育の充実

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1 人権教育の充実
人権教育の推進を図るため、各種研修等を実施し、指導者を養成し
ています。今後とも、人権教育の充実を目指していきます。

公民館人権教育研修、市職員人権問題研修、学校（職員・生徒・保護者）人
権教育研修、企業人権教育研修、一般人権教育研修、ハートフルセミナー
「人権問題研修会・指導者養成講座」等の各種研修を実施し、大人が子供の
手本となるよう啓発を図った。
・実施延べ回数　６６回
・延べ人数　５，７４２人

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

社会教育課

2 人権保育の推進

乳幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎を培う上で極めて重要な時
期にあります。全ての子どもが将来にわたって思いやりと協調性に
富み、いじめや差別を生まない、お互いの人権を尊重しあう人間と
しての資質を養うことを目的とした事業を推進していきます。

熊谷市人権保育基本方針に基づき、「人権を大切にする心を育てる保育」を
推進し、乳幼児の健全育成を図った。
具体的には、思いやりを育てる保育の推進、啓発リーフレットの配布、各種
人権研修への参加や施設整備を行った。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

保育課

3
子どもの人権についての意識
啓発

教職員の研修の充実を図るとともに、各学校で作成した「いじめ撲
滅宣言」や一人一人の行動宣言を基に子どもの人権について意識啓
発に努めます。

部落解放同盟　小野寺書記長を講師に迎え、管理職同和教育研修を行った
り、教職員の人権教育研修を行ったりすることで、教育公務員として人権意
識を高め、日々の指導に活かせるようにした。また、人権週間の取り組みと
して、人権作文や人権標語を作成する活動をとおして、子ども達が人権につ
いて深く考える機会を設けた。また「いじめ撲滅宣言」や「スマホ使い方宣
言」を作成し、児童・生徒の意識啓発を図った。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

学校教育課

事業名

事業名

事業名
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　ウ　相談体制の充実

事業内容 令和５年度実施状況 令和５年度実施区分 担当課

1 教育相談
教育相談体制の充実を図ります。また、ニーズに応じた支援が可能
な相談機能を有する施設・設備の充実を図ります。

教育相談窓口やさくら教室相談員が受けた相談に対して、きめ細やかな支援
や方向性の検討、対応を迅速に行った。また、月に１回、大里・江南・妻沼
の３つの分庁舎に相談員が出向く「出張教育相談」を行い、相談できる場を
提供し、在籍校とも連携を図りながら不登校未然防止に努めた。

電話相談件数78件、来所相談件数189、出張相談件数1７件

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育研究所

2
不登校児童、生徒カウンセリ
ング

不登校の予防や対策の取組を通じて、不登校児童、生徒数の減少を
目指しています。教職員の資質向上と組織的・機能的な教育相談の
充実を図ります。また、ほほえみ相談員及びスクールカウンセラー
等の有効活用を図ります。さらに、登校支援推進事業の充実を図り
ます。

「新たな不登校を出さない」を今年度も目標とし、学校全体が組織で対応
し、不登校の未然防止と解消に取り組んだ。登校支援対策指導個票・小中連
携個票、幼保小連携個票の活用や、相談員等の支援により市内全小学校にお
いて「小１プロブレム」の解消のための小１教室訪問、「月３日の欠席」を
キーワードにした早期発見・対応を行った。
また、ほほえみ相談員を全中学校に配置するとともに、スクールソーシャル
ワーカー（ＳＳＷ）活用事業の推進に努め、小・中学校３５校にＳＳＷを３
名派遣した。
学校からスクールカウンセラーやほほえみ相談室、スクールソーシャルワー
カーについて、児童生徒、保護者へ周知を図り、有効活用を図った。

ほほえみ相談員・地域相談員　相談者数15,063人（のべ）
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ　　相談件数1,245件(のべ)

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育研究所

3 学校適応指導教室

市立小・中学校における不登校児童、生徒等に対し、自立と学校生
活への適応に関わる指導等を行う熊谷市学校適応指導教室「さくら
教室」を設置しています。学校復帰に向けた個々の支援計画及び学
校との連携を図ります。また、体験活動を含む行事の充実を図ると
ともに、教室環境の充実を図ります。

教育支援センター「さくら教室」において、教育相談、生活指導等を行い、
児童生徒の自立と学校生活への適応等、学校復帰や社会的自立を目指し、在
籍校と積極的に連携を図りながら、本人及び保護者への支援を行った。全て
の相談に対して、関係小中学校と情報共有を図り、児童生徒や保護者に寄り
添った指導・支援を行った。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

教育研究所

4
いじめ・不登校防止のための
ネットワークの充実

いじめ・暴力行為の未然防止と不登校児童、生徒の減少を目指し、
熊谷市生徒指導連絡協議会を設置しています。特にいじめに関して
は、「熊谷市いじめ問題対策連絡協議会」、「熊谷市いじめ問題専
門委員会」、「熊谷市いじめ問題調査委員会」との連携により、い
じめ問題の未然防止・早期解決に努めます。引き続き、生徒指導マ
ニュアル、いじめ防止対策マニュアルを活用し、組織的・機動的な
生徒指導を実施します。

いじめ・暴力行為の未然防止と不登校児童生徒の減少を目指し、熊谷市生徒
指導連絡協議会を設置し、特にいじめに関しては、「熊谷市いじめ問題対策
連絡協議会」、「熊谷市いじめ問題専門委員会」、「熊谷市いじめ問題調査
委員会」と連携を図り、いじめ問題の未然防止・早期解決に努めた。また、
熊谷市生徒指導マニュアルを改訂して活用し、組織的・機動的な生徒指導を
実施するように全小中学校に指示した。

「継続」：現状どおり事業の
継続・維持を図った

学校教育課

事業名

基本目標４ 28 


